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うかも含めて話をしていきたいなと考えており

ます。 

○浅野敏明議長 10番、鈴木富美子議員。 

○１０番 鈴木富美子議員 ぜひ、空き家もあり

ますし、その辺をうまく利用して、市としても

いろんな援助をして人材の確保に努められれば

いいかなと思います。ぜひ今後ともみんなで協

力しながら、複合施設も含めてやっていただけ

ればと思います。 

 私からの質問は以上です。ありがとうござい

ました。 

○浅野敏明議長  ここで暫時休憩いたします。 

 再開は午後１時といたします。 

 

 

   午後 ０時００分 休憩 

   午後 １時００分 再開 

 

 

○浅野敏明議長 休憩前に復し、午前に引き続き

会議を再開いたします。 

 

 

 平 進介議員の質問 

 

 

○浅野敏明議長 次に、順位３番、議席番号９番、

平 進介議員。 

  （９番平 進介議員登壇） 

○９番 平 進介議員 令和４年３月定例会に当

たり、共創長井として代表質問を行います。 

 質問に入る前に、申し上げます。今、世界の

平和が脅かされております。ロシア軍によるウ

クライナへの侵略戦争に強く抗議するとともに、

即時完全撤退を求めるものであります。 

 それでは、質問に入ります。 

 今、長井市は、老朽化が著しい公共施設等の

大規模整備事業を行っております。これらの施

設は、いずれも施策の優先順位や財政事情等に

より先送りされ、再整備が待ったなしの状態と

なっているものであります。また、教育と子育

てをまちづくりの真ん中に据え、公共複合施設

の整備に着手するなど、持続可能な長井市の実

現に向けてかじを取り、進めております。整備

に当たっては、将来への負担を軽減するため、

国、県等の財源を少しでも多く確保し、事業に

取り組もうとする強い姿勢が見られます。こう

した財源の確保に取り組む姿勢は、これまでの

市行政にはなかなか見えなかったところであり

ます。より財政に負担のかからない事業メニュ

ーを模索しながら、施設整備や行政運営を行お

うとする内谷市政と職員の頑張りを高く評価し、

敬意を表するものであります。今後とも引き続

き真摯に市民目線で行政運営を展開し、市民参

加型の持続可能なまちづくり、支え合う地域づ

くり、寄り添うまちづくりの推進に向けて一層

の努力と活躍をご期待申し上げます。 

 それでは、今般、議会に示された令和４年度

施政方針について質問を行います。 

 施政方針の中の各個別施策の主な取組から、

特に２つの個別施策について具体的な事業展開

などについて提言を含めてお聞きしてまいりま

す。なお、１については市長から、２について

は副市長から答弁をお願いいたします。 

 １、令和４年度施政方針、安心・安全分野に

ついて、みんなで築く安心・安全なまちづくり

から。この項では、大きく４点についてお聞き

いたします。安全・安心なまちづくりは、市民

と共につくり上げていくことが大事だと考えて

おりますので、そうした観点からお聞きしてま

いります。 

 （１）防災対策としての砂防堰堤の推進につ

いて。 

 施政方針で述べられているように、近年、地

球温暖化等の影響により全国各地で豪雨や地震

などの大規模災害が頻発しております。長井市
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においても、平成25年、平成26年の豪雨により

市内各所で被害が発生いたしました。また、令

和元年10月の台風19号でも、市内各所に避難所

を開設し、最大500名近くの市民が避難する事

態となりました。 

 さらに、令和２年７月に発生した豪雨では、

市内29地区に避難勧告を発令、11か所の避難所

を設けるなど、市民生活は雨が降るたびに不安

にさらされている状況であります。この豪雨は、

山形県内全域に大きな爪痕を残しました。特に

最上川流域に甚大な被害をもたらし、村山市や

大石田町、大江町等においては越水や溢水が発

生し、県民生活に大きな支障を来しました。 

 この災害対策として、国、県、市町村等で組

織する最上川流域治水協議会が発足、最上川中

流・上流緊急治水対策プロジェクトを策定し、

令和２年度から10年間、全体事業費、約1,790

億円をかけ最上川水系流域治水対策事業を進め

ております。このプロジェクト事業は、最上川

の支流となる河川も対象となっていることから、

私は、昨年９月定例会の一般質問において、県

管理である一級河川等の整備について積極的に

働きかけていただきたいと要望いたしました。

このたびは、長井市を囲むいわゆる西山と東山

から流れ出る小さい河川、一級河川でない普通

河川等に係る砂防堰堤の築堤について、プロジ

ェクト事業の財源活用なども含め、県に強く要

望していただきたいというものであります。砂

防堰堤は長井市内に数多く整備されております

が、それでもまだまだ安全が確保されている状

況とは言えません。 

 １つの現状を申し上げます。西根地区の仁府

地内にある地元では弁天沢川と呼んでいる河川、

県では利根林沢としている河川であります。本

河川は平成25年、平成26年の豪雨で河川が氾濫

したため、住宅が建つ付近の河川整備は行われ

ましたが、上流部は未整備のままになっており

ます。この場所は、県で土砂災害のうち土石流

特別警戒区域に指定している箇所であります。

上流部にあった２つのため池は、豪雨により貯

水不能な危険極まりない状態となっていたこと

から、数年前に撤去していただきました。それ

でも上流から岩石が河川を転がり落ちてきて、

埋めるような状態となっております。下流の水

田は、現在、県事業の草岡地区農地整備事業が

進められており、当該事業にも影響ができるこ

とは必至となっております。さらに、すぐ西側

に長井盆地西縁断層帯が走っており、安全対策

は喫緊の状況となっております。 

 こうした地域は、市内を点検すればほかにも

あると思います。豪雨災害等から住宅をはじめ

里山、農地等を守るため、砂防堰堤の整備につ

いて、市の重要事業として国、県に要望し、早

急に対策を講じていただきたいと思いますが、

いかがでしょうか。 

 （２）災害等から高齢者等を守る対策の推進

について。 

 施政方針では、高齢者や障害者等の避難行動

要支援者を地域ぐるみで助け合える公助・共助

の仕組みづくりを強化してまいりますとありま

す。地域で支え合う社会の実現に向けた具体的

な取組について伺います。 

 ①避難行動要支援者制度、②見守りお伺いコ

ール事業及び③災害時に無事を知らせる黄色の

旗については、いずれも高齢者等が一人で申請

や登録を行うことは難しいと思われる事業であ

り、関連する項目ですので、まとめてお聞きを

いたします。なお、①と②については現在長井

市で行っている事業ですが、③については新し

い事業として提案させていただきます。 

 これらの事業を具体的に展開するためには、

地区長、民生委員、自主防災組織、地区住民が

連携した地域ぐるみの活動を展開することが重

要であります。地区長制度や民生委員制度は確

立しております。しかしながら、自主防災組織

については、市内の組織率は100％近くにはな
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っておりますが、具体的な活動や実質的な体制

については、各組織によりかなり温度差がある

のではないかと感じております。 

 ①の避難行動要支援者の避難行動支援制度及

び②の見守りお伺いコール事業については、高

齢となっても元気なうちは関心がなくとも、年

齢を重ねるうちに体調の変化とともに関心が高

まってくることも十分考えられます。そのため

定期的なＰＲと勧奨活動が必要ではないかと思

います。 

 具体的にお伺いしてまいります。 

 ①避難行動要支援者の避難行動支援制度につ

いて。災害対策基本法の改正により災害時にお

ける避難の支援をより確かなものにするため、

避難行動要支援者名簿の作成が市町村に義務づ

けられております。災害時に避難支援者等に携

わる避難支援等の関係者である地区長、自主防

災会、民生委員、社会福祉協議会、消防本部、

消防団、警察署に平常時から名簿を提供できる

ようになったものです。手続は、登録希望者が

登録申請書と個別計画を市に提出するというも

のであります。避難行動要支援者とは、災害時、

自ら避難することが困難で、特に支援を要する

在宅者としております。具体的には、65歳以上

の要介護３以上のみの世帯のほか、障害者手帳

を所持する方などが対象となっております。ま

た、75歳以上の単身を含む高齢者のみの世帯、

こうした方々を要支援者と定義しております。 

 この件について、過日、80歳になる独り暮ら

しの方から相談を受けました。文書が届いたが、

内容を含め、どのようにしたらいいか分からな

いので、相談に乗ってほしいというものであり

ます。結果的に登録申請書を市役所に提出する

手続をしました。しかし、個別計画については、

地区長や民生委員と相談して記載してください

との表記でしたので、この手続はできませんで

した。 

 災害時の避難支援をより確実にするためには、

要支援者名簿と個別計画が非常に有効と思いま

す。この名簿作成と個別計画の策定手続を高齢

者に寄り添う形で進められないかということで

あります。具体的には、この手続に際して、地

区長、民生委員が関わることは当然ですが、自

主防災組織も関わって登録申請や個別計画をつ

くることができないだろうかということであり

ます。そして自主防災組織の平常時の活動の一

環として位置づけて推進を図ることはできない

かと思うのですが、いかがでしょうか。 

 ②見守りお伺いコール事業について。 

 この事業は、65歳以上の独り暮らしや高齢者

のみの世帯が対象で、急病や災害などの緊急時

に見守りお伺いコール装置のボタンを押すと、

受信センターと24時間緊急連絡が取れ、関係機

関への連絡を受けられるというものであります。

また、定期的に看護師が電話して健康状態等の

確認を行い、相談を受けることによって健康管

理と安全確保を図り、孤独感の解消を図るとい

うものです。申請に当たっては、家族状況のほ

か、緊急時に様子を見に伺う協力員２名の登録

が必要となります。高齢者にとっては、書類の

記入や協力員２名をお願いしなければならない

といった行動がおっくうになっているようです。

自分のためにとはいえ、大きな負担となってお

ります。この事業においても、地区長、民生委

員のほか、自主防災組織も関わりながら登録作

業等をお手伝いして、いざというときに備える

体制づくりができないかと思いますが、いかが

でしょうか。 

 先ほども申し上げましたが、避難行動要支援

者の避難行動支援制度や見守りお伺いコール事

業は、元気なうちは自分には関係ないと思い、

手続をしないということもありますが、年を重

ねていくうちに次第に体調等に不安を覚えてま

いります。すると、こうした制度に関心が向く

ということも出てくると思います。そのため、

ある程度の間隔を置きながらも継続的にお知ら
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せし、確認するということも必要だと思います。

市が関係する組織同士が連携し合い、高齢者等

に寄り添う優しいまちづくりをつくり上げてい

かなければならないと思いますが、いかがでし

ょうか。 

 ③災害時に無事を知らせる黄色の旗について。 

 災害時における安否確認作業は非常に重要で

すが、状況によっては時間のかかる活動となり

ます。こうした災害時の安否確認作業をできる

だけ短時間化するための対策として、住民同士

が玄関先に掲げた旗の有無で安否を判断し、素

早く避難できる体制をつくれないだろうかとい

う提案であります。 

 具体的に、山形市第三地区町内会では、災害

時の安否確認に役立てようと、黄色の旗を作り、

地区内の世帯に配布して災害時の避難や救助判

断に活用しているようであります。災害時にお

ける無事を確認する活動を側面から支援する体

制が必要であります。他地区の先進事例に学び、

地区長のほか、自主防災組織と一体となった活

動を推進して、災害時の避難行動や救助活動に

生かし、市民の安全・安心を確保することが重

要と考えます。現在、自主防災組織には活動に

対する補助金を支給しております。額は、世帯

数区分により１万円から３万円の範囲内として

おりますが、これらの活動支援として補助金の

見直しを図り、自主防災組織の活動として取り

組んでいただけないかと思うのですが、いかが

でしょうか。 

 （３）無蓋貯水槽から耐震性防火水槽への更

新促進について。 

 今年１月、夜中に勧進代地区内で住宅火災が

発生し、常備消防、消防団が夜を徹しての懸命

の消火活動を行っていただきました。今年は、

大雪で、さらに深夜で冷え込んだ状況であった

ことから、通常以上に大変な消火活動だったと

思います。家族は、高齢者の二人暮らしで、当

日は２人とも在宅し、２階で休んでいた夫が階

下で音がしたのに気づき、下りてみると、居間

付近で火が上がり、消火しようと試みたようで

すが、火の勢いが強く、妻と共に避難するのが

精いっぱいだったようであります。住宅は全焼

し、柱も焼け細りの状態で、２階建てだったと

は思えないほどでありました。 

 水利は、消火栓から取ったようですが、実は

近くに無蓋貯水槽がありました。道路脇にあっ

たのですが、今年の大雪のため雪が山のように

積もっており、そこから取水するのを断念して

の消火活動だったようであります。現場から約

70メートルのところにあった無蓋貯水槽がその

役目を果たせなかったというのが非常に残念な

ことでありました。市では無蓋貯水槽から耐震

性防火水槽への更新を行っているところですが、

こうした現実もあることを検察いただき更新す

る数を多くし、できるだけ早期に更新を完了で

きないかと思います。無蓋貯水槽は地域の皆さ

んが泥上げ作業を行い、貯水槽の周りの草刈り

なども行って管理しているところですが、人口

減少に伴う世帯数の減少と高齢化により作業に

携わる人数も減ってきており、毎年大変になっ

てきている状況であることもぜひ勘案いただき

たいと思います。市内の無蓋貯水槽の数と更新

の状況、そして今後の更新の方針について伺い

ます。 

 （４）住宅用火災警報器の更新、推進につい

て。住宅用火災警報器は、住宅火災から大切な

家族を守る大事な役割を果たします。設置場所

は台所や寝室等で、寝室が２階にある場合は階

段にも必要となります。現在は全ての戸建て住

宅に設置が義務づけられております。 

 住宅用火災警報器の設置推進に当たり、10年

ほど前に地区長連合会や消防団が火災警報器の

設置促進に向けた活動を実施されたと記憶して

おります。おかげで設置率が高まり、市民の安

全安心が担保されたところですが、当時電池の

寿命は約10年ということでしたので、現在当時
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のものがそのまま設置されているとすれば万一

のときに火災警報器が作動しない可能性が高い

ことが想定されます。また、火災警報器の性能

そのものの劣化による不作動なども想定される

ところです。全国の火災のうち、住宅火災の死

者の約７割が65歳以上の高齢者と言われており

ます。特に深夜の火災は逃げ遅れの原因にもな

ります。住宅用火災警報器の設置及び更新につ

いて、地区長会や自主防災組織などと連携を図

りながら推進活動を進めるべきと考えますが、

いかがでしょうか。 

 次の大きな項目に移ります。２、令和４年度

施政方針（行財政運営分野）について。市民と

共に未来を創る体制づくりから伺います。 

 （１）行政課題の多様化と事務量、質とも増

加する職務に対する職員の人材育成と健康管理、

メンタルヘルス対策について。施政方針から一

部引用いたします。「近年、行政課題は多様化

しその業務量、質ともに増大しています。この

ため、人材育成を目的とした年度ごとの研修計

画を策定し、派遣研修及び独自研修を実施して、

職員一人ひとりのスキルを向上させ、その能力

を最大限発揮できる環境を整えることで、行政

課題への柔軟な対応及び市民サービスの充実に

努めてまいります」とあります。市民サービス

を推進し、行政運営事務を執行する職員は市の

大切な財産だと思います。職員の資質向上を図

ることはとても重要ですが、あわせて定年まで

しっかりと職務に従事できる職員として健康管

理やメンタルヘルスを確保することも人材育成

の大切な部分であり、人事行政に携わる者の重

要な役割だと思います。 

 令和３年度の人事異動方針によれば、職員一

人一人の能力が最大限発揮できるよう職員の意

欲や適性などを考慮した適材適所の配置や、男

女を問わず職員の能力が十分に発揮されるよう

な配置としております。異動に際しては、毎年

全職員に職場希望調書を配付し任意による提出

となっております。内容は、担当職務の適性、

量、質、満足度のほか人事異動希望、健康状態、

家族事情、自由意見等を記入することができる

ようです。また、管理職である各所属長から

「人事に関する配慮事項について」として所属

組織に対する配慮や人員配置等に対する意見等

を求め、人事等の参考として活用しているよう

であります。 

 行政の多様化と事務量、質とも増加する中で、

これまで以上に職員管理が大切になってきてい

ると感じております。職員がストレス等により

適応障害や心身疾患となってしまい、休暇や特

別休暇、休職となっている状況が増えているの

ではないかと危惧しているところです。行政の

多様化と同様に、職員も一人一人の能力も適性

も違います。体調不良や悩み等を聞き安全衛生

上の問題はないかを確認するなど、個々の職員

への配慮と対策を取った人事行政が必要ではな

いかと思います。適応障害や心身疾患等を早期

に把握し、対策を講じながら定年までしっかり

と市民のために職務が遂行できる職員づくりの

方向性と対応策について伺います。 

 以上で壇上からの質問を終わります。 

○浅野敏明議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 共創長井の代表質問である平 

進介議員のご質問、ご提言にお答えを申し上げ

たいと思います。 

 まず、議員のほうからは、現在の職員はじめ

行政運営に頑張ってるということを評価いただ

きまして誠にありがとうございます。 

 去年の５月から、本当に50年ぶりぐらいだと

思うんですが１つの庁舎でようやく働くことが

できましたので、ぜひ連携をしっかり取りなが

ら頑張ってまいりたいと思いますので、引き続

きご指導をよろしくお願いしたいと思います。 

 平 進介議員から私のほうにいただきました

ご質問、ご提言は１点、令和４年度の施政方針、

安全安心分野ということで大きく４つほどご質
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問、ご提言いただきましたので、順次お答え申

し上げたいと思います。 

 この項でも、安全安心なまちづくりはやはり

行政だけではこれ到底できない、市民と共につ

くり上げていくことが大事だと。そういった観

点からのご提言でございました。ありがとうご

ざいます。 

 まず、最初の防災対策としての砂防堰堤の整

備促進についてお答えを申し上げたいと思いま

す。 

 市内には、西根地区、伊佐沢地区を中心に土

砂災害特別警戒区域に指定されている区域が58

か所ございます。そのうち砂防指定地が37か所

あり、これまで砂防堰堤や流路の整備が行われ

てきました。県では、現在マキノ沢、これ平成

28年から１億8,000万円、あるいは出来ヶ沢、

これ平成16年から５億8,400万円、そして毛無

沢、これ２億円の砂防堰堤工事を実施していた

だいており、市の重要事業要望でも事業推進を

お願いしているところでございます。 

 議員からもございましたように、近年の気候

変動による水災害リスクの増大に備えるために、

仁府地内の利根林沢の砂防堰堤等の整備をはじ

め、市内の県管理河川での早急な治水対策の取

組について、最上川中流・上流緊急治水対策プ

ロジェクトでの最上川水系の流域治水対策事業

が行われているこの機会を捉えてしっかりと要

望してまいりたいと思います。 

 また、全国的には土砂災害特別計画区域に指

定されていない区域であっても土砂災害が発生

している事例もありますので、指定されていな

い地域での再点検についても併せて要望してま

いりたいと思います。 

 やはりそうですね、羽越水害以来、特に小国

町、羽越水害で非常に災害が甚大だったわけで

ございますが、それが昨今はほとんど小国町は

被害が生じてない。この一番の要因というのは、

国の直轄の砂防堰堤の整備が見事に進んでるか

らですね。やっぱり私どもいわゆる集中豪雨に

おける水災害のメカニズムをしっかりと把握し

とかなきゃいけないんですが、やはり私ども市

町村はもちろんですが、県もその砂防堰堤につ

いての重要性というのはようやくここに来てご

理解いただいたなと思っております。やっぱり

砂防堰堤でしっかり一番最初の備えとしてそこ

で集落に、あるいは最上川に通じる県の河川の

急な氾濫を止めるにはこれが一番有効だと思っ

ておりますので、ぜひ引き続き頑張ってまいり

たいと思いますのでよろしくお願いいたします。 

 ２点目の災害等から高齢者等を守る対策の推

進についてということで、まずは避難行動要支

援者の避難行動支援制度についてご意見、ご提

言をいただきました。 

 令和３年度の災害対策基本法改正で個別計画

の策定が市の努力義務として位置づけられるな

ど、避難行動要支援者制度の広がりは必要不可

欠となっているために、平議員にご提案いただ

いている自主防災組織の平常時の活動に位置づ

けて避難行動要支援者名簿個別計画作成の推進

を図ることは大変有意義なご提言いただいたと

考えております。 

 一方、この制度では名簿情報の提供について

災害対策基本法第49条の11第２項で市の条例に

特別の定めがある場合を除き、名簿情報を提供

することについて本人の同意が得られない場合

はこの限りでないとされておりまして、個人情

報保護の観点から平常時に名簿提供を行うには

本人の同意が必要とされております。 

 避難行動要支援者名簿の提供意向確認及び個

別避難計画の作成について、令和元年度に避難

支援等を必要とする2,000人を対象に意向調査

を実施いたしまして、約600人の方から同意を

いただいております。今年度は令和元年度の調

査で未回答の方や、新たに対象者となった

1,800名の方に名簿提供に関する意向確認と特

別避難計画作成をお願いしているところです。
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現在集計中でございますが、２月末日時点で回

答者は名簿対象者の約50％、1,042件となって

おりまして、約400人の方から同意をいただい

ております。現在までのところ、約600名の方

が個別避難計画を策定しております。 

 また、昨年11月から12月にかけて地区長、民

生委員、自主防災組織、社会福祉協議会、長井

警察署、長井市消防団、西置賜行政組合、消防

本部などの避難支援等関係者に位置づけられる

方々を対象に避難行動要支援者制度について説

明会を開催いたしまして、名簿及び個別避難計

画の作成、更新への協力のお願いをしていると

ころです。名簿提供にご同意いただいた方には

個別避難計画が未提出の方もおられますので、

個別避難計画の策定について避難支援等関係者

の協力依頼を検討したいと考えております。 

 また、先進自治体では条例を定め個人情報の

提供を平常時から実施している事例も見受けら

れますので、そういった事例を検証し、市の実

情に合わせた制度になるよう検討していきたい

と思っております。 

 なお、議員からいろいろご提言をいただきま

したので、私どものほうでこの避難行動要支援

者制度の取組について置賜の３市５町を聞き取

りさせていただいたんですが、米沢市のほうで

は対象人数が約１万2,000人。うち同意人数が

３割程度の3,600人ぐらいだということですが、

個別避難計画はまだ取り組めていないという状

況のようでございます。南陽市は対象者が

1,900名、同意者が60名で個別避難計画が約30

件ということのようでございます。西置賜の３

町ですが、白鷹町は約240名で民生委員の意向

調査、委員により聞き取りがおおむね完了して

いると。個別避難計画はまだ取り組めていない

けれども、今後は名簿情報で網羅できると考え

ていらっしゃるということであります。小国町

は約170名が対象で、その意向調査とか個別計

画に今後取り組む予定である。飯豊町は約250

名で、民生委員による聞き取りを意向を確認と

いうことでおおむね完了しているが、個別避難

計画はまだ取り組んでないということでござい

まして、その点、長井市の場合は令和元年度の

調査のときは先ほど申し上げましたけど発送数

が2,046名、同意が663名で個別避難計画策定数

が507名、令和３年度については発送数が1,723

名で同意が444名、個別避難計画策定は402名と

いうことで取り組まれておりまして、令和４年

３月３日時点での数字でございますが、全体と

して登録者数が2,025名で同意数が969名、個別

避難計画策定数が637名ということで、長井市

のほうではかなり地道に地区長さん、民生委員

の皆様はじめ自主防災組織の皆様からご協力い

ただいて置賜地方の中では数字の実績を上げて

おりますけれども、やはりこれは限りなく

100％にしなきゃいけないので、ぜひ今後とも

議員からご提言いただいたように特に自主防災

組織などにも働きかけて、できるだけ早く全て

の方の計画がつくれるように頑張ってまいりた

いと思います。 

 続きまして、見守りお伺いコール事業でござ

いますけれども、これは議員からもございまし

たように65歳以上の独り暮らしの方や高齢者の

みの世帯に対して緊急通報サービスの支援を行

ったり、健康相談や災害時の安否確認を行うこ

とで安心して生活ができるよう支援することを

目的にしております。 

 利用者が緊急時にボタンを押すと24時間いつ

でもコールセンターにつながりまして、あらか

じめお願いしている協力者、これ２名指定です

が、に対しまして利用者宅に駆けつけるように

依頼したり、場合によっては救急車を要請した

りしてくださるということで、こういった事業

であるため利用申請や協力者の選定については

ご利用者ご本人や親族にお願いして、ケアマネ

ジャーや民生委員に対して手続の協力について

お願いしてきたところです。 
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 一方、24時間夜中でも対応できる協力者をお

願いするのが難しいという方もいらっしゃいま

す。議員のご提言のとおり、手続や協力員とし

ての多くの方にご協力いただければ、独り暮ら

しでも安心して生活を送ることは可能になりま

す。また、この事業に限らず、支え合いの地域

づくりがこれからは必要となってまいります。 

 先ほどの避難行動要支援者制度の徹底やらあ

るいはこういったお伺いコール、こういったと

ころも今後は法人化でご同意いただきました各

コミュニティセンターの皆様にもご協力いただ

いて、よりきめ細かい様々なこういった支え合

いの地域づくりに努めてまいりたいと思ってお

ります。 

 続きまして、災害時に無事を知らせる黄色の

旗ということで平議員からご提言をいただきま

した事業についてでございますが、無事を知ら

せる黄色の旗の活動について、今年度市の自主

防災組織活動費補助金を活用しまして館町南地

区が取組を始めたところです。今年度は地区内

の要支援者、高齢世帯だけではなくて、アパー

トを除いた一般世帯に配付する230枚を購入し

まして、避難訓練等で避難完了の目印として旗

を掲げ、安否確認に活用する計画のようでござ

います。 

 市では自主防災組織の活動を支援するため自

主防災組織活動費補助金、これは地区世帯数に

応じて１万円から３万円までの補助でございま

すけれども、これと自主防災組織の防災資機材

等整備事業費補助金、補助対象経費の２分の１

で20万円の補助金が上限でございますが、これ

を予算化し地域防災力の向上を図っております。

館町南地区のような先進的な取組について、多

くの自主防災組織が共有できるような仕組みを

今後検討してまいりたいと考えております。 

 続きまして、無蓋貯水槽から耐久性防火水槽

への更新促進についてということでございます

けれども、まずは被災された方には心からお見

舞い申し上げますとともに、寒い中、長時間に

わたり消火活動をしていただきました消防団の

皆様に感謝を申し上げるところでございます。 

 現在、長井市には有蓋の防火水槽が104基で

無蓋貯水槽が大小合わせて40基ございます。無

蓋貯水槽についてはご指摘のとおり老朽化が進

んでいるものもございまして、消防団をはじめ

地区の皆様には日頃から維持管理等ご負担をお

かけしているところでございます。 

 整備の現状を申し上げますと、耐震性防火水

槽と消火栓について隔年で２基ずつ緊急防災、

減災事業債等を活用して更新整備を進めている

ところでございますが、ここ10年で耐震性防火

水槽を11基整備し、無蓋貯水槽を４基撤去して

おります。市内にはまだまだ消防水利の少ない

地域や設置要望が出てるところもございますの

で、今後も有利な起債を活用しまして計画的に

整備してまいりたいと思います。 

 なお、この緊急防災・減災事業債については

本来であれば令和２年度で終了だったのを今年

５年間だと思いますが延長されておりますので、

この有利な７割支援ということでありますので

使いたいところですが、議員もご案内のとおり

耐震性防火水槽は１基当たり1,500万円から

2,000万円するんですね。そうすると、これを

例えば仮に100基造ったというと20億円最大で

かかると。これもかなり厳しいだろうなという

ことで、この辺のところは計画的にやらざるを

得ないなと考えているところでございます。 

 続きまして、最後でございますけれども、住

宅用火災警報器の更新推進についてでございま

す。 

 住宅用火災警報器については、住宅火災によ

る死者の低減を図るため平成18年の６月に消防

法令が改正されまして、平成23年に全ての住宅

への設置が義務づけされております。平 進介

議員は消防本部の消防長のほうを経験されてい

らっしゃいますのでこの辺は詳しくご存じだと



 

―９９― 

思いますが、長井市では共同購入につきまして

平成20、平成21、平成22年度に消防団のご協力

をいただきまして平成24年度に地区町民連合会

及び各地区長様にご協力をいただきまして、市

民の皆様には合計で3,880世帯、8,577個の住宅

用火災警報器を購入いただいております。これ

は共同購入ということですね。 

 令和３年度の住宅用火災警報器の設置率につ

いては、消防本部に確認しましたところ西置賜

管内の設置率は86.8％となっており、寝室や階

段等に法令で定めるとおり設置していただいて

いる条例適合率は、これはちょっと下がりまし

て63.1％となっておりまして、長井市について

もほぼ同程度の設置率とのことでございます。 

 昨今の住宅火災による死者が非常に増えてる

わけですが、その多くの原因が６割が逃げ遅れ

とされておりまして、火災件数自体は起きてい

る時間帯が多い一方で、火災による死者は就寝

時間帯の方が多いとの調査結果が出てることか

ら、寝室と階段に設置することとされておりま

す。この住宅用火災警報器の普及によりまして、

平成29年から令和元年の３年間における国の調

査では住宅火災における死者数及び焼損面積は

半減しまして、損害額も４割ほど低減している

との結果が公表されております。 

 当市におきましても、最終の平成24年度の共

同購入を含め購入、設置いただいてからおおむ

ね10年を経過しておりますので、今後市報等で

も本体確認のお願いを掲載するとともに、地区

長会や自主防災組織等とも相談させていただき

ながら今後の対応を検討してまいりたいと思い

ます。 

 なお、共同購入は以前はしたんですが、今は

ホームセンター等で安価で購入できるというこ

とですが、やっぱり問題なのは高齢者世帯でな

かなか取付けが難しいという方もいらっしゃる

と伺ってますので、最初に共同購入した際に消

防団のほうにご協力いただいたり、あるいは地

区長さんにご協力いただいて協力金として市の

ほうからも若干の謝礼はさせていただいていま

すが、そのことも含めましてどうしたらそうい

った場合の命を救うようなことがきちっとでき

るかということを各関係団体と協議しながら、

今後共同購入等々必要とあればやっていきたい

なと考えているところでございます。 

○浅野敏明議長 齋藤環樹副市長。 

○齋藤環樹副市長 私のほうからは、メンタルヘ

ルス、職員づくりの方向性と対応策についてお

答え申し上げます。 

 初めに、メンタルヘルス不調の社会的状況に

ついて簡単に触れさせていただきます。 

 去る２月９日に市の管理職を対象にゲートキ

ーパー養成メンタルヘルス対策研修会を開催し

たわけですが、その講師の県立保健医療大学の

安保教授のお話では、鬱やアルコール依存症等

を含めた全ての精神疾患等、これはおおむね厚

生労働省の指針の定義、広い意味での精神及び

行動の障害と同義語と思われますけれども、そ

れを含めますと障害の有病率は45％を超える。

これどういうことかと申し上げますと、メンタ

ル不調は現代社会では２人に１人と言われるが

んの罹患率並みに、職場に限らず家庭でもどこ

でも誰でも高い確率で起こり得るということだ

そうでございます。 

 私の管理監督者としての職員面談の経験から

も、メンタル不調の原因は必ず職場の問題だけ

には限らず、家庭、育児、夫婦・親子関係、親

の介護、クレーマー被害的なものまで含めます

と様々な要因が絡み合っているケースが多く、

解決はそう簡単ではないことを実感しておりま

す。まずはこういった点をご理解いただいてか

らということでご答弁を申し上げたいと思いま

す。 

 メンタルヘルス不調の職員の発生は、職場に

おいて職務遂行能力の低下や休業による労働力

の損失に加え周囲の職員の負担増となり、結果
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として公務能率の低下を招きます。 

 また、事業者が労働契約上の債務として労働

者に負っているいわゆる安全配慮義務の観点か

らも、適切な措置を講じることが必要だと考え

ております。 

 メンタルヘルス対策は安全衛生体制の整備が

前提となりますが、市は関係法令等の規定に基

づき衛生管理者、産業医、安全衛生委員会等を

設置し、厚生労働省の指針等を踏まえながら一

次予防対策（実態の把握、予防的対策）、二次

予防対策（早期発見、早期対応）、三次予防対

策（職場復帰、再発の防止等）を講じていると

ころでございます。 

 メンタルヘルスケアの具体的施策の実施方策

としては、１つにはセルフケア、２つにはライ

ンによるケア、３つには産業保健スタッフによ

るケア、４つ目には専門家によるケアの４つの

ケアがございます。この内容について詳しくは

申し上げませんが、この４つのケアの観点を踏

まえ具体的対策として特に重要と考えておりま

すのは、１つにはストレスチェック、２つには

職場環境づくり、３つ目は職員相談の３点でご

ざいます。 

 １のストレスチェックにつきましては、平成

26年度、労働安全衛生法の改正により事業者に

義務づけられたものでございまして、職員のス

トレスの程度を把握し、職員自身のストレスの

気づきを促す、課等の集団分析の結果を職場改

善につなげる、高ストレスの職員の申出に応じ

て面接指導を行う、必要に応じて就業上の措置

を講じることでございまして、月の時間外労働

時間が100時間を超えた職員の申出があれば医

師による面接指導が義務づけられておりまして、

医師から結果、それには就業上の措置の意見も

含むわけですが、報告を受け所要の対応を行う

こととしております。 

 ２番目の職場環境づくりでございますが、職

場における職員のストレス要因を軽減し、メン

タルヘルス不調を発症あるいは発症するおそれ

のある職員の相談、面接指導を促すことが目的

でございまして、具体的には職場管理上の措置

として職員の能力、適性に合わせた職務内容の

変更や人事配置、適時適切に相談できる窓口の

設置、職員のメンタルヘルスに関する知識の習

得等を促すとともに、管理監督者に対するカウ

ンセリングマインドに重点を置いた研修の実施

等が重要と考えているところです。 

 ３つ目の職員相談につきましては、相談に応

じて勤態上の問題の解決、メンタルヘルス不調

の発症の予防や適切な症状の治療につなげるこ

とが目的でありまして、管理監督者は職員一人

一人の健康状態の把握に努め変化に気づき、職

員への声がけを行い相談を受けるきっかけをつ

くることが早期解決につながると考えていると

ころでございます。 

 メンタルヘルス対策で特に留意すべきところ

は、ただいま申し上げた３つの取組が密接に関

連していることでございまして、この３つの取

組の中核となりますのはやっぱり職場環境づく

りだと考えておりまして、職員一人一人のメン

タルヘルスへの理解がなければ職員相談の活用

も図れず、メンタルヘルス不調により病気休暇

等を要する職員や職場復帰後の周囲のケアも難

しく、メンタルヘルス不調の発症や症状悪化を

助長しかねない。職場環境づくりのキーマンと

なる管理監督者のストレスチェックの分析活用

や、カウンセリングマインドに重点を置いた実

務的な研修、具体的なスキルの一層の習得が不

可欠だと考えているところでございます。こう

した点を念頭に置きながら、管理監督者、産業

保健スタッフ、人事労務管理部門それぞれの役

割を果たし、お互いに連携して組織全体として

メンタルヘルス対策、職員づくりに取り組んで

いきたいと考えているところでございます。 

○浅野敏明議長 ９番、平 進介議員。 

○９番 平 進介議員 それぞれにご答弁をいた
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だきました。 

 最後のほうから再質問といいますか、申し上

げていきたいと思います。 

 このメンタルヘルスの部分については、なか

なか難しいところがあるんだと思っております。

先ほど副市長からありましたとおり、職場、仕

事だけではない、様々な要因あって、家庭環境

などいろいろあると。こうしたものが絡まって、

様々な症状が出てくるということだと私も理解

しております。 

 ストレスチェック、それから２つ目の職場環

境づくり、職員の相談が重要ということであり

ますが、企業は人なりという言葉がありますが、

やっぱり人材こそ最大の財産という意味だと思

っておりますし、これは民間企業だけでなく自

治体も同様の考え方があっていいと思っており

ます。 

 今、長井市は人事評価を行っていると思いま

すが、この中で管理職が所属職員と直接話合い、

やり取りをするという場面が年２回以上あると

思うわけですけども、そうした管理職と課内職

員との対面での面談、こうしたものでもう少し

気づきなんかも出ないものかなということを思

うわけです。やっぱり職員に寄り添える、職員

の考えを思い、悩みなどを聞けるような管理職

を育てるというようなことも大事だと思います

ので、ぜひそうした観点からも人事行政管理を

していただきたいと思いますし、こうしたこと

が結果的に市民サービスの向上につながってい

くものだと思っておりますので、よろしくお願

いしたいと思います。 

 あと市長のほうにお伺いいたしました災害等

から高齢者等を守る対策の推進、３つほどお話

しさせていただいて、市長からそれぞれ地区長

さんや民生委員、自主防災組織等と連携をしな

がら取り組んでいくというお話をいただいて大

変心強く思うわけですが、やっぱり高齢者の方

は身近な人に来てもらって相談に乗ってもらう

と、その登録申請だったり個別計画も進んで了

承してもらえるということもあるんだと思いま

す。地区長さんも２年に１回とか３年に１回替

わってしまうというようなこともあるわけです

けども、しかし地区長さん、民生委員そして自

主防災組織の方については、分かりませんが、

組織としては一番長くなるのかなという思いな

どもありますけども、とにかく身近な方に関わ

ってもらって、例えば支え合うような連絡会議

とかそういったものをつくっていただけないか

という感じもしたところです。 

 あと、この災害時に無事を知らせる黄色の旗

で、館町南地区は昔から防災を頑張っておられ

るということで長井市内の見本になっている地

区でありますけれども、こうしたところで既に

やろうとしているということで大変ありがたい

なと思っております。 

 この黄色の旗230枚ほど準備して配布して、

避難訓練とかに活用するということであります

が、こうした黄色い旗を長井市独自で準備して

配布するということなどもできれば今後考えて

いただければありがたいと思います。ぜひ高齢

者の方々に寄り添った行政を内谷市長を先頭に

取り組んでいただければ大変ありがたいと思い

ますので、よろしくお願いをいたします。 

 以上で質問を終わります。ありがとうござい

ました。 

 

 

 小関秀一議員の質問 

 

 

○浅野敏明議長 次に、順位４番、議席番号13番、

小関秀一議員。 

  （13番小関秀一議員登壇） 

○１３番 小関秀一議員 緑風会を代表して、３

定例会代表質問をさせていただきます。 

 まずもって、お昼のニュースでロシアのウク


